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介護予防・日常生活支援総合事業と新たな施策（移動支援）について 

基本方針１ 健康長寿で生活を送るために 

 
 

（２）介護予防・重度化防止の推進  

 

③ 介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

【ニーズ調査等の結果】 

調査項目 設問番号 

足腰の痛みが理由で外出を控えている人の割合が26.2％。要支援認定者等では64.4％で

あった。 

ニーズ (4) 問

8-1 

外出する際の移動手段として徒歩を除くと、何らかのかたちで自動車を利用している人

が60％であった。圏域別にみると、第１圏域が他の圏域と比べて特に高く73.6％であっ

た。 

ニーズ (4) 問

10 

自分で運転している人のうち、将来的に免許を返納したいと思う割合が49.8％と約半数

であった。認定別にみると、一般高齢者では、返納したいと思う割合が50.3％であった

が、要支援認定者等では、「分からない」がもっとも高く33.3％であった。 

ニーズ (4) 問

10-1 

地域でどのような助け合い・支援ができるかという問いに対して「外出時の送迎」と答

えた人が7.8％（240人）いた。 

ニーズ(8)問9 

病気などで日常生活が困難になったときどのような手助けを希望するかという問いに対

して、「買い物」と回答した人が36.7％と「安否確認の声掛け、見守り」（44.4％）に次

いで2番目に多かった。 

ニーズ (8) 問

10 

【現状と課題】 

現
状 

 

足腰の痛み等で要支援状態になるほど閉じこもりがちになる傾向がある。また、いずれ免許は返

納したいと考えていても、要支援状態になると返納に対し躊躇する傾向がある。夫婦世帯では運

転の役割が夫となっていることが多いと考えられ、配偶者だけでなく、地域の人の送迎も担える

と考えている人も多い。また、外出困難になったときの一番の困りごとは日々の買い物であるこ

とが数字から読み取れる。 

課
題 

免許返納を進めるためには、公共交通の充実や移動支援施策の充実が必要である。 

外出が困難な世帯に対しては移動販売やＩＣＴを活用した買い物の支援が必要である。 

 

介護予防・日常生活支援総合事業は、介護保険法の改正に伴い、従前の介護

予防訪問介護及び介護予防通所介護と、従前の介護予防事業を統合・再編し創

設された事業であり、本市では平成29年４月から開始しています。団塊の世代

が後期高齢者となる令和７（2025）年以降の超高齢社会に備え、支援が必要な

資料６ 



 

 
2 

方には必要なサービスを提供し、元気な方には今後も元気でいられるような予

防の取組みを推進していきます。 

 

● 介護予防・生活支援サービスの充実 

訪問型サービス及び通所型サービスについては、市内を中心に、介護予防に

積極的に取組むサービス提供事業所の確保に努め、サービスを必要とする方が

必要なサービスを利用できる体制づくりを推進します。 

短期集中型で行っている通所型サービスCについては、運動機能の向上など

一人ひとりの状態の改善に向けたプログラムを提供し、終了後も引き続き活動

や参加が維持できるよう、地域の通いの場への参加につなげています。今後も、

意欲的に介護予防に取組めるよう関係者と連携しながら進めていきます。 

また、介護予防ケアマネジメントについては、地域包括支援センターや居宅

介護支援事業所と連携しながら、自立支援に資する質の高いケアマネジメント

の提供に努めます。 

【図表 介護予防・生活支援サービス提供事業所】 
 

区分 
第８期計画実績値/目標値 第９期計画目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

訪問型 

サービス 

サービス A 

（A３） 

6 ヶ所 

/８ヶ所 

4 ヶ所 

/9 ヶ所 

5 ヶ所 

/10 ヶ所 
6 ヶ所 7 ヶ所 8 ヶ所 

介護相当サービス 

（A２） 

4 ヶ所 

/4 ヶ所 

4 ヶ所 

/4 ヶ所 

4 ヶ所 

/4 ヶ所 
4 ヶ所 4 ヶ所 4 ヶ所 

通所型 

サービス 

サービス A 

（A７） 

12 ヶ所 

/13 ヶ所 

12 ヶ所 

/14 ヶ所 

12 ヶ所 

/15 ヶ所 
12 ヶ所 13 ヶ所 14 ヶ所 

介護相当サービス 

（A６） 

7 ヶ所 

/7 ヶ所 

6 ヶ所 

/7 ヶ所 

6 ヶ所 

/7 ヶ所 
6 ヶ所 6 ヶ所 6 ヶ所 

サービス C 

（短期集中型 

  サービス） 

10 ヶ所 

/10 ヶ所 

10 ヶ所 

/10 ヶ所 

10 ヶ所 

/10 ヶ所 
10 ヶ所 10 ヶ所 10 ヶ所 

※実績（見込）値は、本市が指定・委託しているサービス提供事業所数（各年４月１日現在） 

 

● 多様な主体による多様なサービスの展開 

高齢者を含めた幅広い世代の市民、NPO法人、ボランティア、事業者など、

様々な人や団体の活動を支援し、活動できる機会を増やすことで、高齢者に対

するサービスの充実を目指します。 

また、多様なサービスの創出に向けて生活支援体制整備事業とも連携し、生

活支援コーディネーターを中心に、今後の資源開発やニーズと取組みとのマッ

チングに向けた体制を強化していきます。 
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● 高齢者の移動手段等に関する検討 

生活支援体制整備事業の活動において、高齢者の移動手段の確保が地域にお

ける課題の一つとされています。 

また、加齢に伴う運転への不安を抱えながら、免許を返納してしまったら買

い物や通院はどうするのかというような生活支援上の不安、運転できなくなっ

たらどこにも出かけられないのではないかというような社会参加上の不安、外

出しなくなったら益々体が衰えてしまうのではないかというような介護予防

上の不安を抱えていることが少なくないことがわかりました。 

このため、介護予防・日常生活支援総合事業のサービス類型Ｂ※又はサービス

類型Ｄ※若しくは一般介護予防事業を活用した、ボランティア主体による、新た

な高齢者の移動手段の確保を検討します。 

 

 

 

 
出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「介護保険制度等を活用した高齢者の移動支援・送迎のための手引き」

介護予防・日常生活支援総合事業等に基づく移動支援の推進に関する調査研究、移動支援等の地域包括ケアの推進に向

けた制度横断的取組に関する調査研究、令和4年度厚生労働省老人保健健康増進等事業、2023年 
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【図表 介護予防･生活支援サービスの類型（典型的な例）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域包括ケアシステムの更なる深化・推進（参考資料）（社会保障審議会介護保険部会（第１０１回）令和４年１１月１４日）、厚生労働省老健局 

 

● 基本チェックリストの活用 

基本チェックリスト（２５問）の回答により、生活機能の低下が認められた

方は介護予防・日常生活支援総合事業対象者（以下「事業対象者」といいます。）

となります。事業対象者は、訪問型サービス及び通所型サービスであれば、従

来の要支援認定を受けることなく、地域包括支援センターによる適切なケアマ

ネジメントによりサービスを利用することが可能となります。このため、迅速

なサービス利用へとつなぐ提供を行うため、また認定調査事務の効率化のため

に方策として、適宜積極的な周知を図りながら制度を活用していきます。また、

基本チェックリスト運用マニュアルを作成し、適切な運用に努めます。 

【図表 事業対象者】 
 

区分 
第８期計画実績値/目標値 第９期計画目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実人数 
36 人 

/60 人 

29 人 

/75 人 

 

/80 人 
100 人 125 人 150 人 

※実人数は各年度末現在の数値を記載 
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【図表 基本チェックリスト】 

 

● 一般介護予防事業の充実 

一般介護予防事業は、65歳以上のすべての高齢者に対して、心身の機能維持

の重要性と取組み方法を普及啓発するとともに、維持した力を活かすための役

割を創出し、高齢者一人ひとりの生きがいや自己実現のための取組みを支援し

ています。健康増進センターを中心に、フレイルチェック事業や介護予防のた
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めの教室・講座の開催、本市の介護予防体操である「ふじみパワーアップ体操」

の普及を推進し、様々な事業の充実を図ります。 

 


